都道府県段階の新規就農者受け入れ支援措置

	都道府
県　名
	事　業　名
	実 施 主 体（☎）
	事 業 対 象 者
	支　　援　　内　　容

	北　　　　　　　　　海　　　　　　　　　道
	就農促進の広報・相談活動
	財団法人　

北海道農業開発公社　（北海道農業担い手育成センター）
(0570-044-055)

http://www.ninaite.or.jp/
ninasen@ninaite.or.jp

首都圏センター
(03-5212-2233)
関西センター
(06-6344-2717)
	就農希望者
	○　札幌・東京・大阪に就農相談窓口を常設し就農相談を実施（東京・大阪は札幌とのテレビ電話相談）
○　東京・大阪・札幌での就農相談会を開催
○　東京・大阪・札幌（名古屋・横浜）でセミナーを開催
○　就農希望者に対する２泊３日の農業体験視察を実施
○　北海道農業の概要・就農相談・就農相談会の開催案内や就農関連情報をホームページやメールマガジンで提供

	
	
	
	認定就農者
	○　農外から新規就農を目指して就農研修をしている認定就農者を対象に電子メールによる仲間づくりや経営管理技術の向上を図るため、パソコン導入経費の一部を助成

	
	
	
	就農希望者及び新規就農者
	○　就農希望者や就農後間もない新規就農者等の営農や生活に関する相談についてアドバイスできる就農アドバイザーを設置

	
	
	
	就農研修者・体験実習者・新規就農者等
	○　就農研修者・体験実習者・新規就農者等の仲間づくりと情報交換を促進するため、道内各地域で交流会を開催

	
	研修教育体制の整備
	
	認定就農者
	○　認定を受けた就農計画に基づき先進農家等で研修を行い借家等に入居している場合、家賃額の一部を助成

	
	新規参入者就農促進支援事業
	
	新規参入を支援する市町村等の支援体制
	○　受入指導農家に対する掛かり増し経費の一部を助成

	
	新規就農優良農業経営者表彰事業
	
	就農後10年以内の新規就農者
	○　就農希望者の就農啓発と新規就農者の経営改善意欲の高陽を図るため、模範となるような優良な農業経営を行っている新規就農者を表彰

	
	就農支援資金の償還免除
	
	就農支援資金借受者
（就農計画認定申請時15～46歳未満）
	○　償還時点において認定就農計画に沿った就農を5年以上継続して行っており、免除要件に該当している場合、毎年度の償還金の合計額が償還免除額に達するまで償還を免除

	
	農場リース円滑化事業
	財団法人
北海道農業開発公社
（011-241-5601）
	酪農部門での就農希望者
	○　農場を一時貸付し売り渡す
○　営農条件の整備（農用地の整備・家畜管理用施設の整備・中古農業機械の導入・乳牛の導入など）

	
	Ｕターン・新規参入者基礎研修
	北海道立農業大学校
（0156-24-2121）
	Ｕターン就農・新規参入者・参入希望者
	○　基礎知識、技術、経営管理研修

	
	実践的農業経営管理研修
	
	新規就農希望者
	○　経営管理研修（経営計画、農地制度、クミカン制度、制度資金、新規就農者の体験談）

	
	希望塾
（中高年向き就農研修）
	
	定年退職または早期退職して就農を希望する中高年
	○　作物栽培と農業機械操作に必要な基礎知識と手法の習得

	
	農業簿記通信講座
	
	新たに就農を目指す人
	○　農業簿記の基礎知識から決算までの演習、複式簿記習得

	
	農業機械高度利用研修（初級）
	
	農業者又は農業に従事しようとする者
	○　農業機械の構造・機能と取扱及び整備方法、運転操作、農作業安全など基礎的な技能の修得

	
	溶接技能研修
	
	農業者又は農業に従事しようとする者
	○　ガス溶接及びアーク溶接についての労働安全衛生法に基づく知識及び技能の習得（ガス溶接技能講習）（アーク溶接特別教育）

	青　森
	新　規　就　農　促　進　事　業
	新規就農促進資金貸付事業
	(社)青い森農林振興公社
（017-773-3131）
	48歳以下の認定就農者
	○○　就農初期に要する営農費と生活費を
75万円（新規参入者は100万円）以内／１年間×２年間貸付け

	青　　　　　　森
	
	就農実践ＯＪＴ研修事業
	
	65歳未満の新規就農希望者を３か月以上受け入れる農家等
	○　研修受入農業者等に対して研修助成資金を支給
（研修生１人当り5.0万円／月（上限11か月））

	
	
	就農体感!研修事業
	青森県農林水産部構造政策課
（017-734-9463）
	就農希望者
	○　就農希望者に対して、農業への関心・理解をしてもらい、事前準備のための情報収集をしてもらう。
＜平成21年度＞
開催地：県内農家（受入農家には１回あたり30千円助成）
・　募集人員：10名
・　研修期間：４～３月のうち６日間
・　研修内容：農業技術・農家生活に関する体験等
・　費　　用：無料（現地への交通費、傷害保険等自己負担）

	
	
	チャレンジ新規就農支援事業
	青森県営農大学校
（0176-62-3111）
	就農希望者
	○　就農希望者に対して、総合的な農業知識・技術の習得、農業機械の操作・修理技術の習得をしてもらう。
＜平成21年度＞
・研修期間：５～３月（１年間）
・研修課程：野菜、花き
・募集人員：10名
・費用：受講料無料、諸経費負担あり
※希望により宿泊可能（宿泊料別途）

	岩　　　　　　　　　　　　　手
	新規就農者等技術研修事業
	(社)岩手県農業公社
（019-623-9390）
（農業振興部）
	概ね40歳以下の新規就農者等で研修施設等の研修に参加する者
	○　農業大学校新規就農者研修等研修施設等で就農に関する基礎的な研修を行う者に対する助成
・　補助率：１／２以内　限度額：10万円以内
・　対　象：研修旅費、教材費等

	
	農業実践研修生受入経営体等支援事業
	
	１．実践研修を受け入れる、県に登録された研修受入経営体
２．農業実践研修生（研修開始時点で55歳以下の者、６ヶ月以上の研修を受ける者）
	○　農業実践研修生に研修の場を提供する受け入れ経営体に、栽培技術や経営管理技術等の指導経費を助成、また、農業実践研修生には家賃助成
・受け入れ経営体：定額
農業実践研修生１人当り50千円／月
・実践研修生：１ヶ月家賃×１／２以内（20千円／月）
助成期間：研修開始から６ヶ月以上２年以内

	
	新規就農条件整備事業
	
	認定就農者
平成21年度から平成22年度の間に就農計画の認定（計画の認定変更）を受けた者
	○　円滑な就農促進のための住宅や農地の確保、農業機械・施設の導入等経営条件の整備等に必要な経費の一部を助成
・助成メニューから選択
(1) 家賃：上限20千円／月（１／２以内）
(2) 国内の先進農家研修費用：上限100千円／回
(3) 小作料：上限　当該地域の標準小作料（１／２以内）
(4) 農地の簡易な整備費：上限250千円／箇所（１／２以内）
(5) 機械・施設の整備費（リース料含）：
上限120千円／年（1/2以内）
(6) 機械・施設の修理費：上限100千円／回（１／２以内）
(7) 種苗等生産資材の購入費：上限100千円／年（１／２以内）
(8) 加工・販売に要する経費：上限100千円／年（１／２以内）
(9) その他理事長が認めたもの：別途協議（１／２以内）
・１人当たりの助成期間、助成総額：
３年間、上限1,000千円以内

	岩　　　　　　　　　　　　　手
	青年等就農者定着促進事業
	(社)岩手県農業公社
（019-623-9390）
（農業振興部）
	青年等就農者で、次の要件をすべて満たすこと
１．H15～H19までの間
に新規就農し、３年以上経過したもの
２．事業申請時の年齢が55歳以下の者
３．事業申請時に、経営改善計画を作成する者
４．事業完了後に「農業青年活動実績発表会」等で活動内容等を発表すること
５.家族と経営が分離されているもの
	○　新規就農した青年等の農業経営を早期に安定させ、認定農業者として活躍できような経営管理、生産基盤の整備・強化、新部門導入等に必要な経費の一部を助成
・助成メニューから選択
(1) 経営分析等のコンサル経費：上限50千円／回（１／２以内）
(2) 小作料：上限　当該地域の標準小作料（１／２以内）
(3) 農地の簡易な整備費：上限250千円／箇所（１／２以内）
(4) 機械・施設の整備費（リース料含）：
上限120千円／年（１／２以内）
(5) 新作物・新品種の導入等、試験栽培に要する経費：
上限100千円／年（１／２以内）
(6) 新規加工部門の導入、加工品の試作に要する経費：
上限100千円／回（１／２以内）
(7) その他理事長が認めたもの：別途定める（１／２以内）
・１人当たりの助成期間、助成総額：
３年間、上限1,000千円以内

	
	いわて農業入門塾
	岩手県立農業大学校
農業研修センター
TEL 0197-43-2211㈹
FAX 0197-43-2711
	１．農業入門コース
農業を広く学びたい人
	○　農業入門コース
・日　程：５月～10月
・開講日：毎週土曜日(13：00～15：30)計25回
・経　費：10,000円（教材、傷害保険料）
・定　員：50名

	
	新規農業者研修
	
	新規就農に必要な営農技術と農業経営者としての心構えや基礎的農業知識の習得を希望する人
	○　定　　員：15名
○　研修期間：４月～翌年２月まで（10回）
○　コ ー ス：稲作、野菜、花き、果樹、酪農、肉牛
○　受 講 料：無料。ただし、食事、宿泊、教材、県内外研修、自治会費等研修に必要な経費120千円が必要。

	
	営農自立研修
	
	岩手県内に就農を予定する者で、「いわて農業入門塾」、「新規就農者研修」等の修了者で、認定就農者又は認定農業者になることが見込まれる人
	○営農自立研修
・定　　員：４名程度（年間）
・研修期間：５月～10月まで（10回）
・研修科目：野菜、花き
・研修内容：研修生の自主管理による作物栽培
・経費：受講料・農地利用料無料、ただし、宿泊、教材、県内外研修等に要する経費は実費となります

	
	担い手支援農地保有合理化事業
	(社)岩手県農業公社
（019-651-2274）
（農業振興部）
	新規就農者
（原則、認定就農者）
＊認定就農者とは、知事により就農計画が認定された新規就農者をいう
	○　農地を公社から一定期間（最長５年）借り入れた後に買い入れることができ。農地取得による初期負担軽減ができるメリットがある。
農地の借入期間中は公社に対して小作料（標準小作料）を支払う
〔要　件〕
・認定就農者
・原則、農地取得による経営面積が市町村が定める基準面積を超えること。
○　公社が借り入れた農地を６年以上10年以下の期間借り入れることができる。
農地借り入れ期間中は、公社に対して小作料（標準小作料）を支払う。
〔要　件〕
・認定就農者
・原則、借入後の総面積が市町村が定める基準面積を超えること。

	宮　　　　　　　城
	新規就農者支援事業
	宮城県農業振興課
（022-211-2836）
	宮城県に就農しようとする概ね18歳以上55歳未満の方
	○　新ニュー・ファーマーズ・カレッジの開催
・宮城県農業大学校において農業全般にわたる基礎技術研修講座（講義・視察・実習）を開講

	
	青年農業者確保対策
	(財)みやぎ農業担い手基金
（022-264-8238）
	宮城県に就農しようとする方
	○　宮城県農業に関する情報提供、就農相談、農業見聞のつどい等実施
○　東京及び宮城県内での就農相談会も実施

	
	
	
	就農研修資金の借受者（15歳以上40歳未満の方に限る)
	○　就農研修資金の償還を下記により一部免除
・免除金額　借受月額の１／３以内
・免除要件　研修終了後直ちに宮城県内へ就農し、継続して４年間以上農業に従事した場合等

	秋　　　　　　　　　　　　　　　田
	農業体験研修
	秋田県農業研修センタ－
（0185-45-3113）
	秋田県農業に関心がある者、又は県内に就農する意欲的な者
	○　新規参入やＵタ－ン希望者向けの短期農業体験研修
・個別研修：県内先進農家や農業法人等で１週間程度の研修
受入側へ１回２万円の研修謝礼。研修生は、無し。
・集合研修：農業法人等への農業体験ツアー
年に２回、２泊３日程度での農業体験研修
（秋田駅までの旅費及び宿泊費は実費負担）

	
	インターネットアグリスクール
＊Ｈ20は募集済み
	
	農業に関心がある県内外の希望者
	○　ホームページや、電子メール等で行う通信教育。年に４回、１泊２日の農業体験研修を開催。
・受講料　10,000円（計10回のテキスト）
農業体験研修参加費は実費

	
	セカンドライフ農業講習会
	
	定年退職後などに秋田県内での就農を希望している団塊の世代等（概ね50歳以上）
	○　５月～10月にかけて、農家圃場で野菜栽培等の基礎的な技術講習会の開催（６回程度）
・受 講 料　無料
・募集人員　10名 程度

	
	農業経営準備研修
	
	他産業に従事しているＵターン者や新規参入希望者
	○　秋田市内の研修施設（ユースパル）での座学研修（年６回程度、内１回は、ほ場視察研修）
・受 講 料　無料
・募集人員　20名程度

	
	フロンティア農業者研修
＊Ｈ20は募集済
	当該関係市町村
秋田県農業研修センタ－
（0185-45-3113）
	新規就農者希望者、又は現に営農者で研修終了後の県内就農が確かな者（40歳未満）
	○　県の各試験場（農業・畜産・果樹）及び花き種苗センタ－における技術・経営研修
・研修期間：２年間
・研修生へ月額７万５千円を上限に研修奨励金
（県70％、市町村30％）

	
	地域内農業技術研修
	
	農外からの新規参入やＵタ－ン就農希望者等で、研修終了後に県内就農が確実な者（概ね50歳以下）
	○　県内の各市町村実験農場、農協、農業法人、先進農家等における技術・経営研修
・研修期間：２年以内
・研修生へ月額７万５千円を上限に研修奨励金
（県50％、市町村50％）

	
	実践的農業経営研修
	秋田県農業研修センタ－
（0185-45-3113）
	新規就農者または部門開始者で実践的な農業技術・経営を習得する意欲が高く、研修終了後の県内就農が確実な者
	○　県内の農業法人・先進農家等における栽培から販売にわたる現場実践型の研修
・研修期間：１年以内
・受入側へ月額５万円の委託料（研修生へは無し）

	
	農業法人就農促進研修
	秋田県農業会議
（018-860-3540）
	県内農業法人への就農意欲の高い者
（申請時40歳未満）
	○　新規参入者等を対象とした農業法人への就農に必要な技術の習得研修
・研修期間：１年以内
・研修生受入法人へ月額４万円を支給
・研修生は、雇用賃金を受け取り

	山　　形
	農業体験バスツアー
	（財）やまがた農業支援センター
（023-641-1117）
	山形県での新規就農希望者または農業研修希望者等。
	○　視察・作業体験先および就農事例紹介者への謝金。

○　旅行保険、参加費用の一部を助成。

	山　　　　　　　　　　　　　　　　形
	農業短期体験プログラム
	（財）やまがた農業支援センター
（023-641-1117）
	山形県での就農に関心のある他産業従事者、学生等。
	○　短期研修受入れ農業者に対して参加者1人当たり100千円までの謝金を助成する。

○　参加者に係る傷害保険の助成。

	
	農業ワーキングホリデー
	
	山形県で農業を始めたいと考えている首都圏等の居住者等。
	○　受入れ農業者に対する報償費の助成。

○　労働時間と労働報酬は、１日実労働時間７時間、県の最低賃金が基準です。

	
	実践農業研修事業
	
	山形県内において新規就農または農業法人等への就職を希望する者
	○　研修受入農業者等が１年間、研修生を従業員として雇用し、賃金を支給し、栽培から販売・流通までの実践指導をする。（労働保険加入）。

○　研修生受入れ農家に賃金の２分の１の額を助成する。

	
	海外研修支援事業
	
	・山形県内において農業に従事するか、又は従事しようとする青年等。

・将来の経営開始を目的とした研修を受ける者。

・知事の推薦を受け、（社）国際農業交流協会により派遣される研修生。
	○　海外研修往復旅費

○　研修費、研修派遣事務委託費等

○　助成額25万円

	
	新規就農者育成推進事業
	
	・新規就農者育成を目的とした農業者及び法人で構成する団体。

・新規就農者に対する相談活動、技術支援、育成、定着などの活動を行う。
	○　活動経費
○　20万円以内

	
	ニューファーマー経営安定加速事業
	
	・山形県内において農業に従事するか、又は従事しようとする青年等。

・山形県内において新たに農業経営を開始する者。

・農家の子弟の場合は１つの区分された農業部門を新たに開始する者。

・認定就農者であること。
	○　新たに開始する農業部門に係わる施設設置費とそれに付随する

　機械購入費。

○　事業費の１／２又は100万円のいずれか低い額。

	
	新規就農者定着支援リース事業【過年度採択分のみ】
	
	・県立農業大学校の特別研修課程を卒業した者又はこれと同等　の経験と能力を有す者で概ね40歳以下の者。

・認定就農者であること。
	○　農地の地代、農業用施設、機械リース料への助成。

○　リース料の１／３以内の額(上限１年533千円）を３年間助成する。

	
	農業経営ステップアップ推進事業
	
	・青年農業者で構成する団体。

・農業経営のステップアップの取組みを企画し実践すること。
	○　活動経費。
○　20万円以内

	山                    形
	新規就農条件整備支援事業
	（財）やまがた農業支援センター
（023-641-1117）
	・平成20年７月以降に営農開始した方又は平成22年３月31日まで営農開始を予定している方

・認定就農者又は認定就農者に準ずる者として営農計画の認定を受けた方、40才以上65才未満の方
	○　申請者の農業経営において、就農計画に即した機械・施設等の購入費用

○　事業費の１／３又は200万円のいずれか低い額

	
	新規就農定着サポート事業
	
	・平成20年７月以降に営農開始した方又は平成21年９月30日まで営農開始を予定している方

・認定就農者又は認定就農者に準ずる者として営農計画の認定を受けた方、新規参入者の方
	○　所得税の申告上、必要経費として算入できる費用（減価償却費を除く）

○　36万円以内

	
	新規就農支援研修　実践コース
	山形県立農業大学校
（0233-22-1527）
	新規就農希望者
	○　優れた農業経営者の下での作業実習と農業大学校等での座学を組み合わせた研修。農業実習先の農業経営者が研修生を従業員として雇用し賃金を支払う研修。

○　研修期間１年間(作業実習５ヶ月）

	
	新規就農実践研修　基礎コース
	
	新規就農希望者
	○　試験研究機関・農業大学校のいずれかで最新技術に触れながら作業実習を行って「基礎技術」を身に付け、月１回程度の講義で「基礎知識」を学習する研修。

○　研修期間１年間

	
	働きながら学ぶ果樹入門研修
	
	果樹栽培を実践している他産業従事者、就農初期段階の果樹栽培後継者
	○　就農に向けて他産業に従事しながら果樹栽培の基礎を学ぶ夜間の研修と日曜日のせん定講習。

○　講義７回、せん定講習２回実施

	
	働きながら学ぶ稲作入門研修
	
	稲作栽培を実践している他産業従事者、就農初期段階の稲作栽培後継者
	○　就農に向けて他産業に従事しながら水稲栽培の基礎を学ぶ夜間の研修と日曜日の現地講習。

○　講義５回、現地講習１回実施

	福　　　　　　　　　　　　島
	経営開始支援資金貸付事業
	(財)福島農業振興公社
（024-521-9848）
	[就農後資金]
就農１年以内に貸付申請を行える者で、新規参入者にあっては、認定就農者であること
Ｕターン就農者又は新規学卒就農者にあっては、認定就農者又は借受認定就農者（県独自の制度）であって15歳以上50歳未満の者
	○　就農後資金
・貸付限度額
新規参入者　80万円以内
過疎・中山間地域の新規参入者　100万円以内
Ｕターン就農者及び新規学卒就農者　30万円以内
・貸付対象経費
営農調査研究費　各種技能・資格取得費
各種農具類の整備費（減価償却の対象となる資産は除く）営農開始の初度的経費（新規参入者に限る）
・償還期間　５年（据置期間５年間）
※５年後に一定の基準を満たしていれば償還を免除

	福　　　　　　　　　　　　　　島
	
	
	[生活資金]
次の要件を全て満たす者
・15歳以上40歳未満の自ら農業経営を行う予定の者
・県内へ就農予定の就農区分が新規参入者の認定就農者
・県内で就農前の長期研修を行うために住宅等の貸借が必要な者
・研修中は、法人等に雇用され賃金等の報酬を得てない者
	○　生活資金
・貸付限度額等
２ヶ月以上の長期研修を行っている期間内で、月額８万円以内とする。貸付対象期間は２年以内とし年度内に要する額を一括貸付をする。
・貸付対象経費
就農前の研修期間中に要する生活費等
・償還期間　11年以内（据置期間５年以内）

	
	先進農家等研修受入経費助成事業
	
	県内への新規就農希望者が２年を限度として２か月以上行う長期研修の受入をする農家等
	○　研修受入農家等に研修助成資金を支給

　　研修生一人当たり　５万円以内／月

	
	就農研修
就農準備コース〔昼・夜〕
	福島県農業総合センター
農業短期大学
（0248-42-4111）
	近い将来、就農を考えている65歳未満の者
	○　営農ビジョンやイメ－ジをより具体的なものにできるように、農業全般にかかる基礎知識や作業を学ぶための研修を実施する。

	
	新規就農[農楽]コ－ス
	
	県内での就農を目指している50歳以上の者又は農林事務所が受講を勧める50歳以上の者
	○　野菜を中心とした農作物の栽培を通じ、生育や収穫の喜びを味わいながら収入も得られる農業を目指し、必要な知識や技術を学ぶための研修を実施する。

	
	新規就農[営農]コ－ス
	
	以下のいずれかに該当する65歳未満の者
・農業で生計をたてることを目標としている者　
・農業に対する意欲と情熱を持って、県内に１年以内に就農を予定している者
・概ね３年以内に就農した農業者･農林事務所が受講を勧める者
	○　農業で生計を立てるために必要な栽培技術や農業に関する専門知識を習得するための研修を実施する。

	
	就農円滑化研修事業
	福島県農林水産部農業振興課
（024-521-7336）
	研修受入農家の要件
・研修者に対し、就農に必要な技術や知識等を習得させる研修の実施ができる者
・研修者を傷害保険等に加入させること
・雇用形態で研修させるものとし研修者に対し、最低賃金以上の研修手当を支払うこと
・研修日数は、研修開始日から１月ごとに概 ね20日以上、１日４時間を目安として実施すること
	研修受入農家等に研修助成資金を支給
  研修生一人当たり10万円／月とし、６月分（60万円を上限とする

	福　　　　　　　　島
	
	
	研修者の要件
・県内に就農する意思を有する者で65歳未満であること
・新たに雇用的形態により研修を開始する者で、研修前から研修　受入農家に継続的に雇用されていた者は対象としない
	

	茨　　　　　　　　　城
	ニューファーマー育成研修助成事業
	(財)茨城県農林振興公社
（029-239-7131）
	認定就農者（45歳以下）の研修を受け入れる組織等
	○　県内に就農を希望する青年（45歳以下）が、農業の技術や経営のノウハウを身につけるための研修（１年以上）をする場合、研修を受け入れる組織等に対し研修に必要な経費の一部を助成。

	
	いばらき営農塾
	営農支援研修
	茨城県立農業大学校
研修科
（029-292-0010）
	本格的な農業経営を目指す方（概ね45歳まで）
	○　本格的な農業経営を目指す方を対象に野菜園芸を中心に基礎知識と技術を学ぶ研修講座を開講

	
	
	定年帰農者等支援研修
	
	農産物を販売し、収入を得ようとする方（概ね65歳まで）
	○　定年退職等により農業を始めようとする方を対象に，農業の基礎を学ぶ研修講座を開講

	栃　　　　　　　　木
	「とちぎで農業を始めよう」事業、新規就農相談センター就農促進啓発事業
	(財)栃木県農業振興公社　　（028-648-9511）
	就農希望者
	○　本県での就農相談会の実施(年４回）　　　　　　　　　　　　　　○　東京での就農相談会の実施(年５回）　　　　　　　　　　　　　　　

内訳「新・農業人フェア」２回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ふるさと回帰フェア」１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「とちぎ暮らしのフェア」１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「農林業漁業フェスタ」１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　新規参入フォラム2009の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　栃木県農業の概要、就農促進関連イベント等のPRを図　　

るため、ホームページを開設

	
	就農準備校「とちぎ未来塾」
	栃木県農業大学校
（028-667-4944）
	就農希望者
	○　他産業に従事後、就農や非農家からの新規参入、さらには、定年帰農等の新規就農希望者を対象に、農業技術及び経営に関する研修教育を行う。

○コース概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・定年帰農希望者研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
定年退職者等が就農に必要な基礎的な農業経営の知識を習得するための研修。
土曜日開講。　４月～12月　　定員30名　　　　　　　　　　　　　
・新規就農希望者研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
新規就農希望者が就農に関する必要な農業経営の知識及び技術を習得するための研修。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①基礎コース(４月～３月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
農業に関する一般的な知識。園芸作物の基礎的栽培技術、農機具操作等を習得するための研修。　　　　　　　　　　　　　　定員30名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②専門コース(４月～３月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
いちご、トマト、にら、なし等、特定の作物の専門的な栽培技術を習得するための研修。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定員60名（いちご専攻、トマト専攻他）。　　　　　　　　　　　　　　
③実践コース(４月～３月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
先進農家等での実践的な栽培技術及び経営技術を習得するための研修と、スクーリング。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定員10名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	オープンファーム設定事業
	栃木県経営技術課　　　　　
（028-623-2317）
	就農希望者等
	○　模範的な農業経営等を実施している県農業士等の栽培圃場や施設をオープンファームとして、農業への理解促進、就農啓発を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※要予約

	
	農業後継者育成基金事業
	(財)栃木県農業振興公社　　（028-648-9511）
	青年農業者
	○　技術や経営力の向上のため、技術開発やプロジェクト活動を支援する。

	群　　　　馬　　　　　　　　　　
	就農留学事業
	群馬県農政部技術支援課
	認定就農者及びこれに準ずる者
	○　就農希望者の研修を受け入れる農家等及び研修者に
対し研修指導費及び家賃の一部を支援する。

	
	ぐんま農業実践学校
	
	農業に就く希望のある者
	○　一般就農者課程、専門就農者課程、定年帰農者課程
（本校、地域校）

	
	就農促進対策事業
費補助
	
	青年農業者等育成センター（県公社）
	○　青年農業者等育成センターとして指定している県農業公社の実施する就農促進対策事業に対する事業費補助

	
	新規就農者フォ
ローアップ資金
	群馬県農政部農業経済課
	認定就農者のうち就農後２年目、３年目の者
	○　農業経営の安定を図るために必要な営農経費のための資金

	埼　　　　玉
	見沼たんぼ就農予備校
	社団法人埼玉県農林公社（048-558-3555）
	受講開始時の年齢が満15歳以上64歳以下の新たに農業を志す人
	○　公社の保有する農地等を活用して、農業の基礎及び実践的技術を習得する。受講生の農業技術に応じて、初級編、中級編、上級編で構成されている。

	
	新規就農実践研修事業
	埼玉県農業大学校
（049-285-4111）
	Ｕターン就農希望者、新規参入希望者
	○　農業大学校や先進農家において、栽培技術や経営に関する実践的な研修を行う。

	
	団塊の世代就農支援事業
	
	定年退職後に農業を始めようとする者
	○　農業大学校において、農業技術や知識を習得するための研修を実施する。

	千　　葉
	千葉県農業大学校
農業研修
	千葉県農業大学校
研修科
（0475-52-5140）
	新規就農希望者
	○　農業塾（３日間コース）
実習・視察・講義の農業基礎講座
○　就農準備講座（土・日の８回コース）
基礎的な農業知識の習得と農作業体験
○　農業者養成研修（３ヶ月、６ヶ月、12ヶ月コース）
就農に必要な知識や技術を習得するための研修
○　アグリチャレンジファーム研修（１年間～）
研修生自らが計画を立てて、農作物の生産・販売を行なう実践的な研修

	
	「プロの技」会得研修
	千葉県農林水産部
担い手支援課
（043-223-2905）
	新規就農希望者
（認定就農者レベル）
	○新規就農希望者が指導力のある農業者に弟子入りして自立していくために必要な技術や農村慣習等を習得できるよう支援

	東　　　　京
	青年農業者就農支援事業
	東京都青年農業者等育成センター
（財団法人 東京都農林水産振興財団）
（042-528-0505）
新宿分室
（東京都農業会議）
（03-3370-7145）
	就農希望者及び新規就農者
	○　就農促進の広報・相談活動等

	
	
	
	認定就農者
	○　就農支援資金の貸付

	神　　　　奈　　　　川
	神奈川県立かながわ農業アカデミー生産技術科
	神奈川県立かながわ農業アカデミー
（046-238-5274）
	高等学校卒業者及びこれと同等以上の学力があると校長が認めた者
	○　修業期間：２年間
○　定　　員：40人
○　専　　攻：野菜、切花、鉢物、植木（緑化木生産）、果樹、畜産

	
	神奈川県立かながわ農業アカデミー研究科
	
	短期大学以上の卒業者及びこれと同等以上の学力があると校長が認めた者
	○　修業期間：１年間
○　定　　員：20人
○　専　　攻：野菜、切花、鉢物、植木（緑化木生産）、果樹、畜産

	神　　　奈　　　川
	中高年者新規就農研修
	神奈川県立かながわ農業アカデミー
（046-238-5274）
	概ね30～60歳までのＵターン就農者や新規に農業参入を希望する者で次の条件を満たしている者農業が行える条件が整っている者（特に農地の確保が既にできているか、確保の見通しのある者）
研修修了後神奈川県において農業生産に携わる者
生産者として農業に対して意欲と情熱がある者
	○　研修期間：年間42日間（５月から翌年の３月まで）
○　研修内容：野菜を主とした農業の基礎的な知識や技術習得のための研修

	
	定年帰農者研修
	
	定年を契機に自家の農業経営に取り組むか、既に取り組んでいる概ね55～65才の農業者
	○　研修期間：夏野菜コース４日（５～７月）、秋野菜コース４日（７～９月）
○　研修内容：野菜経営に必要な基本的知識及び技術を習得するための研修


	
	農業インターン研修
	
	認定就農者
	○　農業経営の総合的な実践力の向上、地域農業者や関係機関との信頼関係の構築による農地確保の円滑化を目的に農家等において実施する実地研修。
○　研修期間：研修希望者等と調整（１年以内）
○　研修要件・農作業の基礎を習得しており、研修の実施が可能であると校長が判断した者
○　原則として研修終了後１年以内に神奈川県内に就農を計画している者

	
	かながわ都市農業推進資金（就農希望者研修特例資金）
	神奈川県立かながわ農業アカデミー（046-238-5274）
	認定就農者（就農前の者に限る）
	○　知事から認定を受けた就農計画に従って行う研修（研修教育施設における研修、先進農家等における国内研修又は海外研修、普及指導員等による指導研修）を受けるために必要な資金です。研修中の生活費は対象外です。
借入限度額
・研修教育施設　　　　５万円/月
・先進農家等　　　　　15万円/月
・指導研修　　　　　　200万円
○　貸付利率：無利子
○　償還期間：12年以内（据置期間４年以内）

	山　　　　　　　梨
	ウィークエンド農業体験研修
	山梨県立農業大学校
（0551-32-2269）
	65歳未満で、他産業に就業しながら農業技術の習得を行おうとする者
・定員：概ね年間10名
	○　他産業に従事しながら就農に向け土日等仕事の休みを利用し、技術習得を行う研修
・研修場所：農業大学校及び先進農家
・研修期間：概ね３カ月以上で研修生が希望する曜日・期間
・経費：研修に係る経費は研修生の負担

	山　　　　　　　梨
	職業訓練農業科
	山梨県立農業大学校
（0551-32-2270）
	山梨県で就農を希望する、概ね60歳未満の者
・定員：
　果樹（15名）
　野菜（20名）
　花き（５名）計40名
・募集時期：
　３月中旬～４月中旬
	○　山梨県内に就農を予定している者が受講できる、県就業支援センター職業訓練科に位置付けられた長期研修
・コース：果樹、野菜、花き
・研修期間：６月～２月（９カ月）
・経費：テキスト代・資格試験受験料(30,000円程度)

・その他：雇用保険受給資格者には訓練受講中、雇用保険基本
手当・受講手当・通所手当が支給（支給に条件あり）

	
	トレーニング農場研修
	山梨県立農業大学校
（0551-32-2271）
	山梨県で就農を希望する、認定農業者または見込みの者
・定員：10名
	○　農業大学校で作成した研修計画をもとに、先進農家等で生産から販売までを一貫して行う実務研修
・研修期間：原則１年間（最長２年間）
・経費：原則無料（実費負担あり）

	岐　　　　　　　　　　阜
	「あすなろ農業塾」研修事業
	岐阜県農政部農業振興課
（058-272-8421）
	新規参入者で、県内で自ら農業経営をしようとする意欲のある者
（定員４名）
	○　岐阜県内の先進的な農家等で、１年間、実践的な栽培技術・経営方法等を習得するとともに、就農に向けての相談・助言などの支援を行う。

	
	「農業で夢再発見」研修事業
	岐阜県農業大学校
（0574-62-1226）
	岐阜県内に、就農または岐阜県内の農業生産法人等に就職しようとする者
（年２回､１回10名程度）
	○　農業研修施設（農業大学校）において、４ヶ月間、農業の基礎知識を講義や実習により指導する。
○　年２回実施（第１回：4月～7月、第２回：９月～１月）

	
	帰農塾研修事業
	岐阜県農政部農業振興課
（058-272-8421）
または各ＪＡ
	定年退職者等で地域と産物の栽培・出荷を目指す者（各品目10名程度）
	○　県下ＪＡで地域特産物の栽培技術等を座学と実習を通じて指導する。

	
	いちご新規就農者研修事業
	ＪＡ全農岐阜
園芸部園芸販売課
（058-276-5305）
	いちご生産への就農意志がある者で、研修終了後、岐阜県内で就農することが可能な者
（4名）
	○　いちごの生産技術（基礎知識・基本技術）、経営に関する知識、その他就農にあたっての必要事項を学ぶ研修。
○　研修終了後の就農にあたっては県内ＪＡグループが一体となって農地・施設の取得及び資金調達の支援を行う。
○　研修受講者には月額13万円程度の手当を支給。

	
	短期農業体験研修
	(社)岐阜県農業公社

（058-276-4601）
	他産業などから新規就農を希望している者

（定員４名～５名）
	○　先進的な農業者から栽培技術や経営管理等について基礎的な部分を習得させる。。

○　研修期は概ね２週間から４週間程度とする。

	静　　　　　　　　　　岡
	がんばる新農業人支援事業
	社団法人静岡県農業振興公社
青年農業者等育成センター
（054-250-8991）
	　40歳未満で非農家または第二種兼業農家出身者。
　研修終了後は研修実施地域内に就農する条件がある。
募集期間：
H21年5月1日～7月31日
現地見学：
H21年8月8,9,22日
選 考 会：
H21年9月5日
	○　県内先進農家での研修後、就農する。
・研修期間　１年（生活費として10万円程度支給）
・募集人員　７名
・作物　イチゴ、ミニトマト、トマト
・南伊豆町、伊豆の国市、焼津市、掛川市、御前崎市

	静岡
	無料職業紹介
	
	静岡県内の農業関係経営体への就職希望者。
	○　静岡県内の農業関連経営体への職業紹介（無料）。

	愛　　　　　　　　　　知
	就農支援資金償還助成事業
	愛知県農業経営課
（052-954-6412）
	就農支援資金（就農施設等資金を除く）を借り受けた者のうち、条件不利地域に就農した認定就農者、又は青年等を雇用した認定経営者（農業法人等）
	○　就農支援資金（就農施設等資金を除く）償還額の２／３以内に相当する額に対して、市町村が償還金助成を行う場合に、これに要する経費の１／２を補助する。

	
	就農支援資金貸付事業
（就農施設等資金）
	愛知県農業経営課
（052-954-6413）
農協等の金融機関転貸
	認定就農者
	○　農業経営を開始するのに必要な施設又は資材の購入等の費用に対し、無利子で貸し付ける。
貸付限度額：青年3,700万円（2,800万円を超える額については１／２融資）

	三　　　　　　　　重
	就農促進研修事業
	(財)三重県農林水産支援センター
（059-259-0855）
	・農業に興味のある方、
　就農を考えている方
　（短期研修）
・三重県で農業を志す概ね40歳までの方
　（長期研修）
	○　左記の対象者を研修生として受け入れる農業者に対して、助成を行います。
・短期研修　２～７日
・長期研修　２～10ヵ月

	
	養成科１年課程
	三重県農業大学校
（0598-42-1260）
	就農意欲の高い18歳以上60歳以下の者
	○　１年間の農業実践学習課程。水田作、野菜、花き、茶業、果樹、畜産の６コース

	
	農業基礎研修
	
	・農業を始めたい方
・定年退職者等
・就農したばかりで農業を学んだことのない方
	○　入門コース　　　　　　15日間　　原則月２回
○　柑橘コース　　　　　　６日間　　原則月１回
○　茶業コース　　　　　　６日間　　原則月１回
○　定年帰農者等支援研修　約60日間　原則週２回

	新　　　潟
	にいがたUIJターン就農者確保促進事業
	(社)新潟県農林公社

青年農業者等育成センター

（025-281-3480）
	・定年就農者を含むUIJターン就農者及び希望者
	○　UIJターン就農相談窓口を設置し、相談を受付

○　新規就農フェア等就農イベントを企画・開催

○　UIJ ターン就農相談会等首都圏における相談会を開催

○　UIJターン就農希望者の体験

○　研修を受入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
モデル地区を設置・受入

〈集落受入タイプ〉関川村上野新、魚沼市福山新田、

十日町市天水越、小千谷市冬井

〈組織受入タイプ〉柏崎市、上越市　

	
	にいがたＵＩＪターン就農者受入促進事業
	新潟県農業会議
（025-223-2186）
	・新規就農（研修）希望者、農業研修生等
	○　農業法人等新規就農・就業チャレンジフェア

先進的農業経営の事例視察、新規就農者の体験発表、新規就農相談会、農業法人合同求人説明会等を実施

（6月28日、11月23日開催）

	
	
	
	・研修生は当該年度４月１日時点で概ね40歳以下。

・新潟県に新規就農し、農業の担い手になることに意欲を持つ者
	○　新規参入者等OJTサポート

新規就農希望者に対して農業法人又は指導農業士等の先進経営体が行う研修経費の一部を助成

（助成額）

①非農家出身子弟研修　月額30,000円、10か月を限度

②農家出身子弟研修　  月額15,000円、10か月を限度

	
	にいがたUIJターン就農者支援推進事業
	新潟県経営普及課

（025-285-5511）

内線3076
	・定年就農者を含むUIJターン就農者及び希望者
	○　UIJターン就農者スキルアップ研修

本県へのUIJターン就農を希望する人に対して、普及指導センターによる実践的な技術修得研修の機会を提供

	新　　　　　　　　　潟
	にいがた就農アカデミー
	新潟県農業大学校

（0256-72-3141）
	・Ｕ・Ｉターンや定年就農等で県内に就農を考えている者及び最近就農した者
	○　稲作、野菜、果樹、花き、畜産の専攻別に農業技術の修得、農業経営・簿記など経営管理、農業機械の構造・操作演習等

（毎月１回程度、１年間）

	
	新潟やるき農業塾
	
	Ｕ・Ｉターンや定年就農等で県内に就農を考えている者及び最近就農した者
	○　農業経営に必要な基礎知識や実践的な技術の修得支援

	
	ウィークエンド農業講座
	
	定年後、県内において農業を行う意欲のある者

（概ね55歳以上）
	○　野菜栽培の基礎知識や実践的な技術の習得支援

（隔週土曜日午後）

	
	新潟県農林水産業総合振興事業

（新規就農者支援）
	新潟県経営普及課

（025-285-5511）

内線3076
	・45歳以下の認定就農者（一部、54歳以下も対象）

・一戸一法人である自家に構成員として就農する者を含む。
	○　利用権設定促進

・利用権設定により借地料を支払うのに必要な資金を助　

　成

　　水田５ha以内、畑３ha以内、ハウス用地30ａ以内

　　５年分以内または３年分以内

　　補助率：５／10以内

○　資本装備支援

　規模拡大や新規部門の開始に必要とする機械施設を農協、第３セクター及び民間リース会社が貸与するための経費助成

・45歳以下

　　補助率：（新規参入者） 機械整備５／10以内

　　 　　　　　　　　　　　施設整備５／10以内

　　　　　　（農家子弟）　 機械整備１／３以内

　　　　　　　　　　　　 　施設整備５／10以内

　　　　　　　　　　　　　（うち機械１／３以内）

　　補助金額の上限：

　　　　　　（新規参入者）　機械・施設整備 3,571千円

　　　　　　（農家子弟）　　機械整備       2,380千円

　　　　　　　　　　　  　　施設整備       3,571千円

	富　　　　　山
	富山県青年農業者等育成センター設置事業
	(社)富山県農林水産公社
（076-441-7396）
内線373
	新規就農希望者
	○　就農相談、就農支援資金貸付など

	
	とやま農業未来塾事業
	中期体験研修事業
	(社)富山県農林水産公社
とやま農業未来塾事業事務局
（076-441-7396）
内線373
	専門学校生、短大・大学生、社会人など就農希望者等
	○　希望作目にあった先進農家等での実地体験研修
（研修期間：５日間、10日間、20日間、30日間）

	
	
	長期実践研修事業
	市町村又は富山県
（農林水産部農業経営課）
（076-444-3266）
	認定就農者
	○　県で認定した認定就農者が、就農に必要な農業技術及び経営方法を実地に習得するため、先進農家等で研修をする場合の指導謝金及び研修期間中の傷害保険加入の助成を支援する（研修期間：６カ月間又は１～４年間）

	
	総合対策強化事業
新規担い手確保
	就農研修支援事業
	
	
	○　県で認定した認定就農者が、就農支援資金を借り受け長期実践研修を行い、県内に就農した場合は就農支援資金の一部を償還助成する

	
	化事業
新規担い
	新規担い手規模拡大支援事業
	
	
	○　県で認定した認定就農者が、新規に営農を開始する際に農業機械・施設等の整備に対して支援する

	富　　山
	農業法人就農円滑化支援事業
	（社）富山県農林水産公社
076-441-7396
	新規就農者雇用法人
	○　従業員として雇用した非農家出身の新規参入者に対する、人材育成に係る実務研修の費用の一部を助成

	
	青年農業者育成基金事業
	
	新規就農者のうち、

３５歳以下の者
	○　新規就農者に奨励金を支給する。



	石　　　　　川
	いしかわ耕稼塾
	（財）いしかわ農業人材機構

076-225-7621
	就農希望者
	○　専科、本科、予科などのコースを設け、段階に応じた研修

	
	農業職場体験
	
	就農希望者
	○　農業法人などでの農作業体験（3日間）

	
	農業インターンシップ
	
	県外在住の就農希望者
	○　農家のもとでの農作業実習や現地視察など農業経営や農作業実体験の研修（２週間）

	
	農業職場実習
	
	法人就業希望者
	○　農業法人への就業を前提とした就業前の職場研修
（1ヶ月間）

	
	就農者育成資金
	（財）いしかわ農業人材機構

076-225-7621
	認定就農者でいしかわ耕稼塾本科塾生
	○　いしかわ耕稼塾本科での研修経費に活用できる

	福　　　　　　　　　　　井
	新規就農者サポート事業
	新規就農者農家等受入研修事業
	福井県
（農業技術経営課）
（0776-20-0428）
	福井県において就農計画の認定を受けた者（認定就農者）
	○　先進農家での６ヶ月以上の長期実務研修
※受入側の農家に対して費用を助成（奨励金の交付は１ヶ年以内）

	
	
	新規就農者経営支援事業
	福井県（農業技術経営課）および各市町村
（※事業実施のない市町村あり）
	経営開始時に年齢が40歳未満である認定就農者等で、意欲ある者（※農業法人等への就業は対象外）
	○　就農初期の経営安定のための奨励金を交付
・非農家出身：１年目・15万円／月×12ヶ月
　　　　　　　　　２年目・10万円／月×12ヶ月
　　　　　　　　　３年目・５万円／月×12ヶ月
・兼業農家出身：１年目・15万円／月×12ヶ月
・専業農家出身：１年目・５万円／月×12ヶ月

	
	
	
	
	
	○　経営開始時に必要な小農具等を整備するための奨励金を交付（※非農家出身者限定）
・購入費の１／２以内（50万円を限度）

	
	
	新規就農者住宅確保支援事業
	
	経営開始時に年齢が40歳未満である意欲ある者等で、県外・地域外出身者
	○　家賃の１／２以内（※４万円を限度）×３ヶ年

	
	農業短期体験研修事業
	(社)ふくい農林水産支援センター
（0776-21-5475）
	農業に興味のある15歳以上65歳未満の者
	○　先進農家での１週間程度の農作業・農村生活を体験
※受入側の農家に対して費用を助成

	
	新規就農者機械等リース事業
	
	認定就農者
	○　営農に必要な機械等（不動産を除く）につき、事業費の1/3の価格にてリースを実施
（※市町村による事業認定が必要）

	
	ふくいアグリスクール開催事業
	入門コース開催事業
	(社)ふくい農林水産支援センター
（0776-21-5475）
	非農家出身者や兼業農家子弟等
	○　年12回、原則日曜日に農業（園芸）の基礎を実習等を交えて学ぶ（受講料年間10千円）。

	
	
	実践コース開催事業
	
	就農を目指す入門コース修了者等
	○　福井県農業試験場（園芸振興センター）にて園芸部門における栽培管理～流通販売等を実践的に学ぶ（毎月14千円経費負担）

	
	
	研修者宿泊助成事業
	
	県外や地域外から実践コースを受講する者
	○　研修期間中に宿泊する住居の家賃の一部を助成（家賃の1/2以内、26.5千円上限）

	長　　　　　　　　　　　野
	（社）長野県農業担い手育成基金助成事業
	先進的経営体等における研修費助成
	(社)長野県農業担い手育成基金
（026-231-6222）
	１）国内長期研修
①県内就農後５年以内の概ね40歳未満の農業後継者
②認定就農者であって研修終了後1年以内に県内に就農が見込まれる者
③３年間以上営農を継続することが見込まれる者
	○　対象者：80人程度
○　助成額：１か月　40千円以内
（３年間を限度）

	
	
	
	
	２）海外長期研修
上記１）の①～③の要件に該当する者で理事長が特に指定した団体の主催する農業研修海外派遣により派遣される者
	· 　対象者：５人程度
· 　助成額：渡航前研修等に係る負担金及び渡航費の１／２以内（200千円以内）

	
	
	農業機械等賃借料の助成
	
	①認定就農者
②ＪＡ又はリース会社等と賃貸契約がある者
③就農後２年以内に申請した者
	· 　対象者：５人程度
· 　助成額：200千円以内(賃借料の1/3以内)

（３年間を限度）

	
	
	就農支援金の支給
	
	新規就農者
①認定就農者
②必要な農地を確保し、3年間以上営農の継続が見込まれる者
③就農後６ヶ月以内に申請した者
	○　対象者：50人程度
○　助成額：250千円以内
（配偶者も就農した場合は１世帯300千円以内）

	
	
	
	
	農業後継者(主として農業によって生計を立てている世帯の後継者)

①１年間の営農経験を有したおおむね40歳未満の農業後継者
②１年間の経験後６ヶ月以内に申請した者
③３年間以上営農を継続することが見込まれる者
	○　対象者：50人程度
○　助成額：1人100千円以内


	
	
	農地賃借料の助成
	
	①認定就農者
②農業経営基盤強化促進法に基づき3年以上の利用権設定をした者
③就農後２年以内に申請した者
	○　対象者：50人程度
○　助成額：85千円以内（1件当たり）
　　　　　　（３年間を限度）

	
	
	農業共済制度の掛け金助成
	
	①認定就農者
②果樹共済、家畜共済又は園芸施設共済へ加入した者
③就農後２年以内に申請した者
	○　対象者：15人程度
○　助成額：共済掛け金相当額の１／２以内
（３年間を限度）

	長　　　　　　　　　　野
	（社）長野県農業担い手育成基金助成事業
	住居費の助成
	(社)長野県農業担い手育成基金
（026-231-6222）
	①認定就農者
②就農後当面の間、賃貸住宅に居住し、営農拠点へ通勤可能な者
③就農後6ヶ月以内に申請した者
	○　対象者：50人程度
○　助成額：10千円以内
（３年間を限度）

	
	
	住宅修繕費の助成
	
	①認定就農者
②住居費助成の対象者及び住宅で助成対象者本人の負担を必要とする修繕
③賃貸契約を締結し、５年以上入居可能なもの
	○　対象者：７人程度
○　助成額：300千円以内（１件当たり総工事費の３／４以内）

	滋　　賀
	実年就農による元気な農村づくり事業
	市町
営農集団等
	農業に関心を示す都市住民や地域内の実年者等
	○　実年就農促進事業
・就農者確保のための検討会、啓発等（市町）
・遊休化・荒廃化した農地の再整備、ビニールハウス等農業生産に必要な施設や機械整備（営農集団等）
○　ふれあい体験農園開設事業
・ふれあい体験農園開設検討会、入園者の募集等（市町）
・市民農園開設のための農園整備や付帯設備の整備、管理人の選定、地元集落住民と入園者との交流会の開催等（営農集団等）

	
	環境こだわり就農塾設置事業
	県下７箇所の各地域担い手育成総合支援協議会
	新規就農希望者
	○　事業主体が「環境こだわり農場」を設置、実技指導等の就農に必要な支援を行う

	京　　都
	担い手養成実践農場整備支援事業
	府・市町村
※問い合わせ先
府農林水産部担い手支援課
（075-414-4902）
	他産業からの新規参入希望者（相談窓口：京都府農業会議、農林水産ジョブカフェ）
	○　新規就農希望者を技術習得から就農までを一貫して支援するため、地域に設置した「担い手養成実践農場」で最大2年間の研修を行い、担い手を養成する。

	
	就農研修資金償還金助成事業
	
	40歳未満の認定就業者のうち、中山間地域に就農する者で、市町村の協力が得られる者
	○　先進農家等での研修者を貸付対象とした就農研修資金（指導研修を除く）の償還金に対する助成

	大　　　　　　　　　　阪
	実践研修農園
	(財)大阪府みどり公社
（06-6266-8916）
	農業基礎知識修得者で就農を目指す者
（援農、農業支援を目指す者も含む）
	○　地元農業者の実地指導のもと、みどり公社が借地したほ場で就農に必要な生産技術・知識の習得を図る。
（府内３ヶ所：河南町、岸和田市、堺市計41区画
※１区画は約300㎡）

	
	実践インキュベート農園
	
	実践研修農園から就農へステップアップを目指す者、及び本格就農を予定している者で、実践インキュベート農園設置検討会で認める者
	○　生産技術を習得したうえで本格就農を目指したい方に、みどり公社が約10アールのほ場を借地し、農園管理から生産販売にいたる一連の工程について実践的に研修を行う。
（H21年４月現在　岸和田市：２名　堺市２名　河南町２名　参加）

	
	短期プロ農家養成コース
	大阪府環境農林水産総合研究所農業大学校
（072-958-6551）
	1. 集中コース
大阪府において、農業（家庭菜園は除く）に従事する見込のある者（農地所有の有無は問いません。65歳以下が対象）
2. 入門コース
府内在住で、農業に興味のある者
	○　集中コース（野菜・果樹部門、定員各コース20名）
・大阪農業の主力である野菜・果樹について、１年間を通じて集中的に技術研修を実施

・資料代・実習教材費等の受講料が必要
○　入門コース（定員40名）
軟弱野菜を中心に、農業の基礎知識や栽培方法に関する講義及び実習を実施
※各コースとも実施期間があり、実施主体に確認のこと。

	兵　　　　　　庫
	就農定着対策事業
	兵庫県
（078-362-9194）
	・農家以外の出身者等農業生産基盤を相続等により取得することが見込まれない者
・就農意欲の高い者
・概ね45歳以下
	○　３年以内の実務研修の実施。１年目月額15万円、２年目月額10万円、３年目月額５万円の研修費を助成

	
	楽農学校事業
（就農コース）
（生きがい農業コース）
	（社）兵庫みどり公社
兵庫楽農生活センター
（078-965-2047）
	県内で就農を希望する人
（基本的技術から学びたい人）
	○　概　　要：栽培から農業経営まで就農に必要な知識と技術の習得研修
○　研修期間：１～２年間
○　研修内容：講義及び実習（指導員の指導のもとに、露地約300㎡及びビニールハウス約250㎡で、野菜栽培実習を行う）
○　その他：受講料が必要（120,000円／年）

	
	
	
	市民農園利用や生きがいとして農業を楽しみたい人
	○　概　　要：基礎的な農業の知識と技術の習得研修
○　研修期間：約６ヶ月（研修日は、土・日が基本）
○　研修内容：講義及び実習（指導員の指導のもとに、野菜栽培実習を行う45㎡／区画）
○　その他：受講料が必要（30,000円／期間）

	
	新規就農実践農場研修
若手Ｕターン定着実践研修
	兵庫県立農業大学校
（0790-47-2445）
	概ね45歳以下の就農希望者
	○　農業大学校の施設を活用し、生産から販売までの実践的農業を１年間行う実習研修

	
	農業就業体験事業
	兵庫県農業会議

（078-361-8110）
	農業体験を希望する者
	○　体験期間：１～６日以内

　　参加費：無料

　　助成内容：１日5,000円　1泊5,000円　50,000円限度

	奈　　　　良
	農業新規参入者支援事業
	奈良県担い手農地活用対策課
	農業への新規参入に意欲ある者
	○　研修の実施

○　就農支援活動の実施

○　就農フォローアップの実施

	
	農場実践サポート事業
	（財）奈良県農業振興公社（0742-23-6148）
	55歳までで農業のやる気のある人（５名以内）
	○　実践農地の紹介

○　農業機械のレンタル

○　農業技術者の指導

	和　　　　　　　歌　　　　　　　山
	新農業人あんしん自立支援事業

「就農安定資金貸付け制度」
	和歌山県
※問い合わせ先
経営支援課
（073-441-2932）
	次の条件をすべて満たす、65歳未満（H21.4.1現在）の新規就農者

・非農家出身、または農家出身で新たに農地を確保し、独立経営を行う方

・H19・20年度和歌山県就農支援センター技術修得研修、または県や国の試験研究機関等、和歌山県就農促進方針別表の１の研修を修了した方

・就農計画の認定を受けた方
	○　農業所得が特に不安定である就農初期の経営・生活面をサポートするため、生活資金（無利子）の貸付けをしています。

○　貸付限度額　100万円

○　償還期間　8年以内（うち据置期間を3年以内で設定できます。）



	和　　　　　　　歌　　　　　　　山
	新農業人あんしん自立支援事業

「就農特待制度」
	和歌山県
※問い合わせ先
経営支援課
（073-441-2932）
	次の条件を満たす、39歳以下（H21.4.1現在）の新規就農者

・非農家出身、または農家出身で新たに農地を確保し、独立経営を行う者

・H19・20年度和歌山県農業大学校、または和歌山県就農支援センター技術修得研修を修了した者で、研修所属長から推薦のあった者

・H21年4月末までに就農計画の認定見込みの者
	○　農業所得が特に不安定である就農1年目の経営・生活面をサポートするため、就農特特制度（奨励金の支給）を実施します。

○　営農計画、論文、面接等をもとに就農特待生を選考し、10ヶ月間、奨励金（11万円/月）を支給します。

　・申請期間　平成21年4月30日まで

　・募集定員　3名

　・支給終了5年後、農業に従事していなければ全額返納していただきます。


	
	新農業人あんしん自立支援事業

「農地の無償一時貸付制度」
	和歌山県
※問い合わせ先
　和歌山県農業公社
（073-432-6115）
和歌山県経営支援課
（073-441-2931）
	県就農センター・農業大学校等で研修中か研修修了して当該機関から推薦のあった認定就農者（就農計画の認定を受けた方）
	○　県や市町村農業委員会等の収集する農地情報をもとに、農業公社を通じ農地やハウス施設を借り受けて農業経営を開始する場合、初めの2年間は賃借料が無料となる

	鳥　　　　　　　　　　取
	鳥取県版「農」の雇用緊急支援事業
	鳥取県農業会議

（0859-26-8371）
	農業法人等、農地保有合理化法人
	○　全国農業会議所が実施する「農」の雇用事業に県独自の要件拡大、助成金の上乗せを実施。

　・助成金　133,770円／月（県嵩上げ）他

	
	鳥取へIJU！アグリスタート研修事業
	(財) 鳥取県農業農村担い手育成機構
（0857-26-8349）
	県内での就農又は農業法人等への就業を希望するIJUターン者等

・年間30名（15名・２回）
	○（財）鳥取県農業農村担い手育成機構が新規就農希望者を雇用し、農業法人等を受入れ先とした技術習得のための実践現地研修を実施

　・給与月額110,000円程度等

	
	就農支援資金償還免除事業
	(財) 鳥取県農業農村担い手育成機構
（0857-26-8349）
	認定就農者で、就農支援資金のうち就農研修資金を借り受けて就農した者
	○　県内で就農した認定就農者が、継続して営農を行った場合、就農研修資金の一部を免除
・減免率　１／２

	
	就農条件整備事業
	鳥取県
農林水産部経営支援課
（0857-26-7261）
	認定就農者等
	○　新規就農者等の就農時（５年間を限度）に必要な機械、施設を農協等がリースする場合や認定就農者等が整備する場合に助成
・事業費：１人当たり2,000万円を限度
・補助率：県１／３、市町村１／６

	
	就農・くらしアドバイザー設置事業
	鳥取県
農林水産部経営支援課
（0857-26-7261）
	新規就農者
	○　新規就農者の営農立ち上げ時に、経営安定への助言や日常生活における助言を行う「就農・くらしアドバイザー」を設置

	
	市町村交付金
	鳥取県
企画部地域づくり支援局
自治振興課
（0857-26-7056）
	新規就農者等
	○　新規就農者用の住宅の修繕若しくは家賃又は農地の賃借に対する助成
○　農地の賃借及び農作業の受託を行う認定農業者等に対する助成
○　農業を営む個人又は法人その他の団体が行う農業に従事する人材の確保・育成のための試行的な取り組み支援

	鳥　　　　　　　　　　　取
	移住定住推進交付金
	鳥取県
企画部地域づくり支援局
移住定住促進室
（0857-26-7128）
	県外から移住定住を希望する者など
	○　県内の農山漁村と県外の住民の交流を通じ、将来の県内定住を促進する活動に要する経費
○　県外の住民に将来の定住を検討してもらうため、一定期間、田舎暮らし等の体験を実施する活動に要する経費
○　県外から移住定住者と地元住民との交流を図ることを目的として行われる活動に要する経費

	
	短期研修科
	鳥取県立農業大学校
（0858-45-2411）
	県内で就農を希望している方で受講開始時の年齢が65歳未満の者
	○　研修期間：３、６、12ヶ月
○　研修内容：栽培や肥料、農薬、農業機械の使用など就農に必要な基本技術について学習する初心者向け研修
（作物、野菜、花き、果樹、畜産）
○　受講料：３ヶ月コース  30,000円
６ヶ月コース  60,000円
12ヶ月コース  111,600円

	
	就農体験研修
	
	就農希望者
	○　実施期間：随時受付で、１週間程度
○　研修内容：農作業体験（果樹、野菜、花き・畜産）等
○　受講料：無料

	島　　　　　　　　　　　　　　　　　　根
	自営就農研修経費助成事業
	島根県
農林水産部農業経営課
（0852-22-5394）
	ＵＩターン者で県内に生活基盤のない者（認定就農者に限る）
	○　ＵＩターン者が就農計画に基づいて行う研修に対する助成。助成額：月額５万円×１年以内。

	
	雇用就農研修経費助成事業
	
	農業法人等
	○　就農希望者を雇用し技術・知識等を身につけさせるために行う実践的な研修に要する経費を助成(県版「農の雇用事業」)。助成額：月額上限１３万円×１年以内。

	
	新たな農林水産業経営モデル構築事業
	
	農業法人等
	○　雇用拡大につながる農業法人等の新たな事業展開への助成

	
	地域一体型育成体制整備支援
	
	地域担い手協議会
	○　地域担い手協議会と地域の生産者組織が連携して、後継者確保育成計画作成や新規就農者の育成指導に要する経費の助成。補助率10/10、上限50万円。

	
	就農希望者実践研修支援事業（ﾌﾚｯｼｭﾌｧｰﾏｰｽﾞｽｸｰﾙ）
	
	地域担い手協議会
	○　地域で行う就農希望者等への実践的な研修実施に要する経費を助成する。補助率１／２。

	
	経営資産継承事業
	
	地域担い手協議会
	○　遊休ハウス等を調査・把握して新規就農者等に斡旋する仕組み作りに要する経費を助成。補助率10／10、上限２０万円。

	岡　　　　　　　山
	就農ホットライン
（就農・就業相談窓口整備事業）
	岡山県農林漁業担い手育成財団
（086-226-7423）
岡山県農業会議
（086-234-1093）
	新規就農希望者
	○　岡山県下への就農希望者のため、就農相談専門員への直通電話を設置
※就農ホットライン（受付：平日９：00～17：00）
（086-226-7423）
（086-234-1093）

	
	サンデー就農ゼミ
（定年帰農等推進）
	岡山県農林漁業担い手育成財団
（086-226-7423）
	農業に関心のある県内在住者
	○　日曜日等を利用して農業の基礎知識・技術習得の講座や農作業体験を行うゼミ。
・講座内容：野菜、果樹、花きの基礎知識・技術習得及び宿泊ゼミ
・開催時期：６月から12月まで、延べ９日間
（うち宿泊ゼミは１泊２日×２回）
・募集人員：40名程度

	岡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山
	就農アドバイザー
（就農・就業相談窓口整備事業）
	
	就農を希望する青年等、又は就農初期の青年等
（就農後３年まで）
	○　地域における信頼が厚く農業経営や栽培技術、コミュニティ活動等一定の知識・技術・経験を有する者を「就農アドバイザー」に登録し、地域ぐるみで就農を支援する　・登録人員：180人

	
	新規就農者激励事業（就業奨励金支給事業）
	
	新たに農林漁業に就業した39歳以下の青年
	○　将来に渡って専業として経営を続け自立するとともに地域農林漁業発展の中核者となるよう就業奨励金を支給し激励する。

	
	就農促進トータルサポート事業
	岡山県
市町村
農業協同組合等
※問い合わせ先
　岡山県農林水産部
　農業経営課担い手班
（086-226-7420）
	１．農業体験研修
年齢55歳未満の新規参入希望者（非農家出身者）
２．農業実務研修
①上記１の研修を修了した認定就農者
②55歳未満の農家出身者で、両親等と経営を分離し、新たな作物で就農する認定就農者
	○　就農希望者への支援のため、市町村、ＪＡ等事業主体、県と協働で実施する。

○　農業体験研修事業
県内の先進農家へ１か月間滞在し、農作業や農村生活を体験する。
○　農業実務研修事業
就農希望者に対し、農協等が研修費（１年目：月額15万円以内、２年目：10万円以内）を支給しながら農業技術や経営に関するノウハウの習得、地域との信頼関係づくりなど、自立に向けての実践的な研修を２年以内で実施。

○　早期経営確立支援事業

　　経営の早期安定を図るため、農地・空き家の賃借等を助成。

○　帰農者支援事業

Ｕターン・定年帰農者向けに、地域の実状に応じた栽培技術等が習得できる実践的な研修等を実施。

○　実施予定市町村（23市町村）
岡山市、玉野市、瀬戸内市、吉備中央町、備前市、

赤磐市、和気町、倉敷市、総社市、笠岡市、

井原市、矢掛町、高梁市、新見市、津山市、

鏡野町、久米南町、美咲町、真庭市、新庄村、

美作市、勝央町、奈義町

	
	社会人就農研修事業
	岡山県農業総合センター
農業大学校
（0869-55-0550）
	次の全ての要件を満たす者
・岡山県内において就農できる者
・65歳未満の他産業経験者等
・通学により研修の受講が可能な者
	○　実習や講義による就農のための基本的な技術や経営管理のノウハウ等についての研修。
・内容：基本科目…経営、資金、土壌肥料
専門科目…果樹、野菜、花き
専門実習…コース別栽培実習
・研修期間：４月～翌年３月、延べ60日間
・募集人員：30名程度

	広　　　　　　　　　島
	県立農業技術大学校就農促進研修
	広島県立農業技術大学校
（0824-72-0094）
	県内で就農を希望する者
就農後のスキルアップを希望する者
	○　基礎コース（講義）
研修日数・期間　14日/７ヶ月
受 講 料　9,000円
授業内容　農業基礎と植物整理、土壌肥料、病害虫、農業機械及び資材、ハウスの組立技術、研修生ＯＢの経営視察、農業簿記
○　入門コース（基礎コース＋農場実習）
研修日数・期間　40日/５ヶ月※
受 講 料　20,000円
授業内容　基礎コース、作物生産・販売実習等
○　中級コース
研修日数・期間　80日/８ヶ月※
受 講 料　40,000円
授業内容　入門コース、専門講義
○　上級コース（中級コース+先進農家実践研修）
研修日数・期間　120日/12ヶ月※
受 講 料　60,000円
授業内容　中級コース、先進農家実践研修
※作目によって研修期間に幅があります。

	山　　　　　　　　　　　　　　口
	就農研修事業
（やまぐち就農支援塾）
	山口県農業総合技術センター　農業研修部
（0835-27-0015）
山口県農業経営課
（083-933-3375）
	農業に興味があり、将来農業をしてみたい希望のある他産業従事者及び定年帰農予定者
	○　農業体験を中心とした研修を山口県農業総合技術センター　農業研修部で開催
基礎講座
・水稲＋畑作物、露地野菜、軽量野菜、花き
定員40人程度　休日に計14回開催
・果樹
定員10人程度　休日に計４回開催
集落営農講座
・集落営農オペレーター養成
定員10人程度　休日に計６回開催
担い手養成講座
・野菜、花き、果樹、肉用牛
定員10人程度　平日に計120回開催

	
	就農研修事業
（地域営農塾）
	農業協同組合
	
	○　地域の実情に応じた座学・実践研修の場の提供

	
	就農・定住円滑化対策事業
	市町
	１．農業経験がなく、生産基盤が脆弱な新規就農希望者（認定就農者）
	○　農業経営を開始するために必要な栽培技術、知識等の習得を支援するために一定期間の研修を行うための支援
・研修人数：毎年度30人程度
・研修期間：２年以内
・研 修 先：先進農家等
・助 成 額：１人１ヶ月当たり15万円を上限に支給

	
	
	
	２．研修生を受け入れる農家等（指導農家）
	○　上述の研修生受入先となる農家等(指導農家）に対する支援
・指定人数：毎年10人程度
・研修期間：２年以内
・助 成 額：１ヶ月当たり６万円を支給

	
	
	
	３．公社から新規就農候補者として決定された新規就農者
	○　新規就農者の円滑な就農を支援するため、技術習得のための研修施設及び経営開始に必要な機械器具等をリース
・負担区分：県1/4、市町1/4、その他（農協等）1/2

・補助対象：技術修得に必要な簡易施設、営農に必要な機械器具等で５年以上の耐用年数が見込まれるもの（中古品を含む）

	
	
	
	
	○　市町が空き家を買上げて改善する場合、もしくは家主から受託して改善する場合等に係る費用を助成
補助率1/3、補助対象事業費450万円

	山　　　口
	担い手総合支援資金制度対策事業
（新規就農資金）
	農業協同組合等
	公社から新規就農候補者として決定された新規就農者
	○　就農初期の営農及び研修に要する経費に対する資金の貸付
・貸付限度額：年250万円（３年間750万円）
・貸付利率：無利子
・償還期間：15年以内（据置５年以内）

	
	新規就農者農地確保支援事業
	(財)やまぐち農林振興公社、市町農地保有合理化法人
	
	○　経営初期の負担軽減を行うため、農地の無償貸付
・負担区分：県1/2、市町1/2
・無償貸付期間：５年間以内

	徳　　　　島
	就農準備校（とくしまアグリテクノスクール）
	徳島県立農林水産総合技術支援センター
農業大学校
（088-674-1026）
	県内で農業を始めたい者等
	・営農総合コース　　　　　　　　　　　23名
・団塊世代コース　　　　春夏、秋冬　各５名
・営農基礎コース　　　　春夏、秋冬　各15名
・園芸体験コース　　　　春夏、秋冬　各15名
・現地実践コース（非農家対象）　　　若干名
・農業学びネット（通信講座、無料）　　20名

	香　川
	かがわアグリ塾
	香川県
	農業に関心を持ち、県内で就農を希望及び検討している者
	○　他産業従事者等が働きながら農業の基礎を学ぶことができるよう、夜間における農業基礎技術等に関する講義と土曜日における現地実習等を行う就農支援塾を開講（受講料は無料、保険等の若干の実費は必要）

	愛　　　　　　　　媛
	農林漁業体験ステイ事業
	(財)えひめ農林漁業担い手育成公社
（089-945-1542）
Ｅメール
ehimekosha＠
nyc.odn.ne.jp
ＵＲＬ
http://www1.odn.ne.jp/

cek31650
	農林漁業に関心を持つ、都市青年や学生（40歳未満）
	○　農林漁業体験希望者に対して、農林漁業体験・農村行事への参加交流
滞在費等を事業実施主体へ助成
（概ね５日　３万円、10日　６万円）

	
	営農インターン推進事業
	
	40歳未満の新規就農希望者
	○　就農希望者が就農するための実務研修
・短期コース：３カ月～１年以内、１ケ月５万円
（農家子弟を対象）
・長期コース：１年以上２年以内、１ケ月7.5万円
（新規参入者等を対象）

	
	えひめ農業入門塾
	愛媛県立農業大学校
（089-977-3261）
	他産業従事者等で今後就農を考えている者
	○　農業の基礎知識、栽培技術などの講義及び実習、就農ガイダンス、月１回の技術相談日の設置（５～２月、10日間）
受講料無料、ただし教材費等実費負担

	
	農業担い手支援塾
	
	新規就農者や就農が具体化している者
	○　実習を主体とした栽培技術・経営管理などの実習、現地研修、先進農家実習（５～２月、40日間）
受講料無料、ただし教材費等実費負

	
	次代を担う農林漁業就業促進事業
	愛媛県農林水産部

農業振興局農産園芸課

担い手対策推進室

（089-912-2553）
	就農研修資金を借り受ける認定就農者（15歳以上40歳未満）
	○　就農研修資金償還免除

	
	
	
	高校で奨学金を借り受ける者（15歳以上40歳未満）
	○　高校奨学金返還助成

	高　　知
	高知県レンタルハウス整備事業
	高知県
	新規就農者又は施設園芸新規参入農家等で、就農経営計画が適正な者
	○　園芸農業振興及び新規就農者の定着促進のため、市町村や農協が行う園芸用ハウスのレンタル事業に必要なハウス等の整備を支援する。

	高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　知
	農業大学校研修教育推進事業
	県立農業大学校研修課
（窪川アグリ体験塾）
（0880-24-0007）
	就農希望者
	○　新いなかビジネススクール
おもに都会に住んでいる方が、高知県で就農するためのプログラムです。まず、インターネットで高知県の農業情報を学び、希望者はスクーリングを受講します。スクーリングは、農作業を実際に体験し、農家での研修も行います。農業が本当に自分に向いているか確かめることができます。スクーリングは各回15名で、１回当たり1,440円の研修料が必要です
・スクーリング　６／19～21　　１／22～24
（２泊３日）　９／18～20　　３／５～７
11／27～29
（各回金・土・日開催）

	
	
	
	就農希望者
新規就農者
	○　就農希望者長期研修
宿泊しながら、自主的に学べると好評のプログラムです。目的、希望に応じて、実習を中心に、農業大学校(いの町)での聴講と先進農家や環境保全型畑作振興センターでの研修を受けながら就農に向けて主体的に研修できます。テーマによっては農業技術センターでの研修も受けられます。定員20名程度。１日当たり480円の研修料が必要。農業大学校(いの町)での聴講には別途料金が必要です。
・受付　随時
一般コース（３カ月～12カ月）
熟年コース（３カ月～６カ月）

	
	
	
	
	○　農業基礎講座
病害虫防除、土壌肥料などの農業の基礎知識を習得する１日コースの研修です。演習も行います。定員各15名。受講料無料。
６／４（野菜栽培の基礎知識）
６／11（水稲栽培の基礎知識）
６／18（病害虫の基礎知識）
６／25（果樹栽培の基礎知識）
７／２（土壌肥料の基礎知識）
７／９（花卉栽培の基礎知識）

	
	
	
	
	○　農業機械研修
農業機械の整備点検、農業機械操作技術、農作業安全に関する研修です。定員15名。研修料無料。

	
	
	
	女性農業者（団体）
	○　女性農業者講座
女性向け農業講座です。家族経営協定、農業機械、環境保全型農業などのテーマで行います。グループでの参加となっていますので、グループの交流活動も歓迎です。研修料無料。１泊２日（随時）。定員各20名。

	
	
	
	農業者
	○　営農大学講座
農業者向け講座です。アグリビジネス講座、先端技術講座など時代にあったテーマを計画しています。研修料無料。半日３回(随時)。定員各50名。

	高　　　知
	農業大学校研修教育推進事業
	県立農業大学校研修課
（窪川アグリ体験塾）
（0880-24-0007）
	一般県民
	○　農業体験研修
家庭菜園、果樹の接ぎ木、剪定、ガーデニングなど体験型研修です。作物を栽培するときの、ちょっとしたポイントを学びたい方におすすめです。定員各30名。研修料無料。
９／５(土)（上手な家庭菜園づくり）
12／５(土)（ガーデニング・果樹）
３／20(土)（家庭菜園・果樹）

	
	
	
	園児、小中学生（団体）
	○　農業体験スクール
農作業を体験しながら環境保全型農業について学べる、おもに園児、小中学生のための研修です。定員40名程度。研修料無料。内容日程等相談して受付します。

	
	新規就農研修支援事業
	高知県
	就農意思のある就農希望者（研修生）、指導農業士、担い手協議会が認める農家等、市町村等が運営する研修施設（研修受入農家等）
	○　市町村が実施する研修受入農家等による実践研修を支援する事業に対して、経費の一部を補助する。

　・研修生

　　研修期間：６か月以上２年以内

　　助成額：１人１か月15万円以内（県2/3、市町村1/3）

　・研修受入農家等

　　研修期間：上記研修生の受け入れ期間

　　助成額：１人１か月５万円以内

	福　　　　　　岡
	福岡県農業大学校研修科
	福岡県農業大学校
（092-925-9129）
	新規就農希望者
	○　実践的な栽培管理実習、基礎講義・演習の実施
野菜コース（イチゴ、ナス）
花きコース（切花、花壇苗）
期間　６ヵ月以上１年以内

	
	先進経営体実践研修事業
	福岡県農林水産部
農林水産政策課
後継人材育成室
（092-643-3495）
	新規参入者、Ｕターン者（事前セミナーを受講した者）
	○　就農(業)希望者が、農業法人等で３ヶ月（最長１２カ月）働きながら、農業技術、経営管理を習得するための実践研修の機会の提供

	
	
	
	研修受入農家（農業法人）
	○　研修受入農家（農業法人）に対し、21千円／月の助成

	
	新農林漁業者就業促進事業
	福岡県農林水産部
農林水産政策課
後継人材育成室
（092-643-3495）
	農林漁業への就業に関心がある者
	○　農林漁業への就業希望者に対し、新規就業に関する農林漁業情報の提供及び就業のための個別相談を実施。
・内容
(1) 新規就業セミナー
(2) 就農相談会の開催（農林漁業別で実施）
・開催時期　お盆及び正月の各１日

	佐　　　　　　　　賀
	就農相談員の設置
	(財)佐賀県青年農業者育成センター
（0952-25-7106）
	新規就農希望者
	○　専任の相談員による就農相談活動

	
	地域就農促進員設置事業
	
	・就農希望者
・就農後間もない農業者
・研修受入農家　等
	○　就農希望者が円滑に就農できるようマンツーマンで支援する
○　県内３地域ブロックに相談員を設置し、就農希望者や新規就農者に対し、ガイダンスや制度紹介などの支援を行う

	
	若い農業者就農促進事業
	
	・概ね30才未満で就農研修資金を借り受けた認定就農者
	○　就農支援資金の償還減免

・対象資金：就農研修資金　　　　　　　　　　　　　　
・減免額：償還額の1/2以内　　　　　　　　　　　　
・補助率：県4/5、市町1/5


・県内で就農し、5年以上農業を継続した青年

	
	新規就農希望者養成講座
	佐賀県農業大学校
（0952-45-2144）
	就農希望者
	○　就農希望者を対象とした農業基礎講座の開催
・期　間：年間２期間
第１期：11月、期間：５日間、定員：10名程度
第２期：２月、期間：５日間、定員：10名程度
・受講：無料
・座学：就農支援策、施設野菜等の栽培基礎と経営、新規就農者との意見交換
・現地実習：苺・アスパラ・小葱の作業体験

	佐　　　　　　賀
	チャレンジ農業支援事業
	佐賀県農産課
普及女性担当
（0952-25-7118）
	就農希望者
	○　市町、農協等が取り組む就農啓発活動に対する支援
・県内11地区で「農業やってみようセミナー」「就農面談会」「農業講座：入門編・実践コース」「現地視察」「意見交換会」等を実施

	
	さがの強い園芸農業確立対策事業
	佐賀県園芸課
（0952-25-7119）
	・農業者が組織する団　　

　体

・ＪＡ
・市町村が特に必要と認める農業者（就農5年以内の認定就農者を含む）
	○　園芸用の機械、施設等の整備を行う事業
　・園芸ハウス、育苗施設
　・省力化機械、装置
　・高品質化機械、装置
　・脱石油、省石油型機械、装置
・土づくり用、病害虫低減機械、装置
・園芸作物のブランド化、難防除病害虫への対応と化学合成農薬の削減
・施設園芸等生産コストの上昇への対応
・茶の生産力向上等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（補助率：県1/3以内、市町1/10以上）

	長　　　　　崎
	新規就農支援セミナー事業
	県農業経営課
(095-895-2935)

県立農業大学校
(0957-26-1016)
	新規就農者(３年目まで)

新規就農希望者
	○　新規参入コース（年間３回）
農業大学校において新規就農希望者に対する農業基礎講座
○　聴講生コース（約２か月）
個人ごとのカリキュラムで農業大学校の講議の聴講及び実習

	
	地域就農支援センター活動事業
	地域就農支援センター
（事務局：各振興局農林水産部）
	新規就農者
新規就農希望者
	○　就農候補地において、地域就農支援センタ－（振興局農林水産部及び関係機関で構成）が新規就農希望者の就農計画に対する指導助言、就農支援を行う。
○　新規就農者（就農後３年目まで）に対して、カウンセリング、コンサルタントを実施し、きめ細やかなフォローアップを行う。

	
	担い手育成強化支援事業
	市町担い手公社
	新規就農希望者
	○　新規就農者育成事業
研修生の研修期間中の研修手当の一部を助成

	
	実践研修農場等推進事業
	市町担い手公社
	新規就農者
	○　研修農場設置企画推進費

○　研修農場管理運営費

	熊　　　　　　　　　　　　本
	就農アドバイザー設置事業
	(財)熊本県農業後継者育成基金
（096-385-2679）
	新規参入者等
	○　熊本県内において、農外から新規に参入して、独自の農業経営を確立した先輩農業者を就農アドバイザーとして委嘱（４名）し、新規参入や就農希望者等への就農相談、研修受入を行う。

	
	就農相談員設置事業
	
	就農希望の青年や新規参入者等
	○　農業の現場や農業情勢に精通した経験豊かな就農相談員（１人）を農業後継者育成基金に配置し、新規就農希望者に対して就農相談や研修指導を行う。

	
	無料職業紹介
	熊本県農業会議

(財)熊本県農業後継者育成基金
	熊本県内の農業法人等への就農希望者
	○　熊本県内の農業法人等への職業紹介（無料）

	
	就農相談窓口整備事業
	熊本県新規就農相談ｾﾝﾀｰ

熊本県農業会議

(財)熊本県農業後継者育成基金
	これから農業を始める人・農業法人等で研修あるいは就職を希望する人
	○　熊本県新規就農・就業相談会

　年間2回程度開催

　出展者　農業公社　ＪＡ　市町村　農業法人

　　　　　就農アドバイザー

	熊　　　　　　本
	新規就農支援研修
	県立農業大学校研修部
（096-248-1188）
	<農業実践コース>

県内おいて、農業を始めて間もない方、１～２年以内に農業を始めようとする方で、本格的な農業を目指す方（概ね63歳まで）

※家庭菜園の為の希望者は対象としない。
	○　研修内容
①野菜・米麦栽培等に関する基礎技術の講義及び実習。
②営農計画方法、農業機械、農産物流通、農地制度、農　　　　　　　　　　　　業金融制度、農業簿記、農産物加工等についての講義及び実習並びに先進事例研修。
③農業経営者の感覚に触れ、各地域の農業状況を理解するため、３週間の農家派遣実習を実施（11月）
○　研修期間：平成21年４月10日（金）～
平成21年12月11日（金）（８ヶ月間）
○　研修日：毎週２日（月・金曜／火・金曜）
ただし、11月の３週間は日曜を除く毎日
○研修時間：８時50分～16時20分
○定員：30人（面接選考）
○受講料：無料
（教科書、傷害保険等の経費は受講生負担）

	
	
	
	<農業基礎コース>

県内において、３～４年後に就農予定の方で、農業で収入を得ようとする方（概ね63歳まで）
※家庭菜園の為の希望者は対象としない。
	○研修内容
　①野菜栽培等に関する基礎技術の講義及び実習
○研修期間：平成21年４月10日（金）～
平成21年12月11日（金）（８ヶ月間）
○研修日：毎週１日実施（木曜）
○研修時間：８時50分～16時20分
○定員：15人（面接選考）
○受 講 料：無料
（教科書、傷害保険等の経費は受講生負担）

	
	
	
	<就農予備講座>
農業に興味があり、県内で農業することを検討している方
	○研修内容
　熊本農業の概要、本校新規就農研修の概要、就農を考えるための基本的な知識等について学習します。

　（1人1回）
○研修日：平成21年６月24日（水）

平成21年９月16日（水）

平成21年11月18日（水）
○研修時間：９時00分～12時00分
○定員：各回15人程度
○受 講 料：無料
（教科書、傷害保険等の経費は受講生負担）

	大　　　　　　分
	農業体験研修
	(社)大分県農業農村振興公社

（097-535-0400）
	農業経験のない就農希望者
	○　実際の農作業を体験し、農業への理解を深めることを目的とする。

○　研修期間　2泊3日（農家泊）随時

○　研修場所　先進農家

○　研修内容　先進農家が栽培する作目の農作業など

	
	就農基礎研修
	大分県立農業大学校

（0974-22-7581）
	農業に興味があり、近い将来農業を始めたいが知識や経験がない者、定員20名
	○　農業に関する基礎的な技術の習得を目的とする。

○　研修期間　前期（H21.4～7）後期（H21.9～12）3ヶ月（毎週土曜日　計12回）

○　研修内容　野菜の基礎技術の講義・実習

	
	就農準備研修
	
	本県で就農希望の方又は農業生産法人に就職希望の者（各コース5名）
	○　就農準備のためのより実践的な技術の習得を目的とする。

○　研修期間　春コース3ヶ月間（平日5日間）秋・冬コース　春・夏コース6ヶ月間（平日5日間）

○　野菜（夏秋ピーマン、夏秋トマト、白ネギ、小ネギなど）

	
	就農実践研修
	(社)大分県農業農村振興公社

（097-535-0400）
	農業の基礎知識・技術があり、本県で就農意欲の高い者、かつ就農時に一定以上の資金が調達可能な者
	○　就農予定市町村において、先進農家等で本格的な技術の習得を目的とする。

○　研修期間　6ヶ月～1年

○　研修場所　先進農家など

○　受入農家に対して25千円／月助成

	大　　　分
	テストファーム研修
	大分県立農業大学校

（0974-22-7581）
	定員　5名
	○　経営開始前に模擬経営を行い、就農予定者の経営感覚の養成を目的とする。

○　研修期間　最長2年間

○　ハウス5ａを研修生に貸出

	
	新規就農者支援事業
	市町村
	該当者
	○　就農研修資金を利用して就農し、かつ、5年間就農した者に対して、市町村が就農支援金の償還を1/2償還助成する場合、県が市町村部分の1/2を助成する。

	宮　　　　　　　　　崎
	新規参入者経営
開始支援事業
	宮崎県
地域農業推進課
（0985-26-7126）
	新規就農者
	○　ＪＡ等が施設・機械（中古を含む）を新規参入者等にリースする場合の経費に対する助成（補助率１／３）

	
	就農相談体制強化事業
	(社)宮崎県農業振興公社（0985-51-2011）
	新規就農希望者
	○　就農相談窓口の設置（中央１・地区８カ所）
○　就農相談説明会

	
	宮崎県農業担い手確保・育成基金事業
	
	新規就農希望者（支援内容によって対象者は異なる）
	○　就農奨学金制度（農業高校３年生、農業実践塾生）
○　就農支援資金償還助成（研修資金のみ）など

	
	みやざき農業実践塾
	宮崎県地域農業推進課
（0985-26-7126）
	基礎体験コース：
農業を将来の職業の選択肢の一つと考えているが、まだ具体化していない者を対象とした通信制コースおよび体験講座（20名程度）
実践コース：
新たに農業を始める者で研修終了後宮崎県内に就農する者。（25名程度）
	体験コース：就農に必要な知識や野菜、花きを栽培するための基礎的な技術を、インターネット活用により修得する。
　１年間
体験講座: 　農業の生産現場を短期研修により体験してもらい、農業への理解、就農への意欲を高める。１週間以内
実践コース：半年間又は１年間、農業大学校のほ場等を活用して、就農に必要な野菜、花き栽培の実践的な知識、栽培技術を修得する。
７月１日～６月30日

	鹿　　　　　児　　　　　島
	かごしま営農塾
	鹿児島県立農業大学校
（099-245-1074）
	新規就農希望者
	○　就農希望者が、働きながら農業についての知識や技術を学べるような研修機会を提供する
・事業内容
1)夜間塾
2)通信塾
3)農業体験入門コース
4)就農準備コース
5)実践コース
○　受講料
夜間塾の受講料は無料、その他の研修はテキスト代、宿泊、食事代、損害保険料等は実費自己負担有り

	
	農業後継者育成基金事業
	(社)鹿児島県農業・農村振興協会
（099-213-7223）
	40歳未満の新規就農者等
	○　就農資金助成（新規参入者への営農資金助成）

	
	新規就農支援事業
	
	新規就農希望者
	○　就農アドバイザー等による就農相談
○　就農支援資金の貸付

	沖　　　　　　　縄
	新規就農研修事業
	(財)沖縄県農業後継者育成基金協会
（098-866-2280）
	市町村長等が推薦する35歳未満の新規就農希望者で、研修終了後就農が見込まれる者
	○　市町村長等が推薦する35歳未満の新規就農希望者が、農家・研修期間等において研修する場合、研修に必要な費用の一部を助成する。

月額2万円を助成する（期間は1ヶ月以上12ヶ月以内）

	沖　　　　縄
	農業後継者育成施設研修支援事業
	(財)沖縄県農業後継者育成基金協会
（098-866-2280）
	市町村、農業団体、農業生産法人等
	○　市町村又は農業団体、農業生産法人等が実施する農業後継者育成施設等の研修生に対し、研修に必要な費用の一部を助成する。

研修生1名につき支給された研修費の2分の1以内（ただし、上限5万円／月）を助成する。

	
	研修生受入事業
	
	指導農業士等
	○　指導農業士等が新規就農者の研修を受け入れるのに必要な経費の一部を助成する。

受け入れ1名につき、月額3万円を助成する（期間は1ヶ月以上12ヶ月以内）。


（注） 認定就農者は、就農予定地の都道府県知事に就農計画を提出して認定を受けた方です。年齢は15歳以上55歳未満（知事特認で65歳未満）が対象で、農業技術・経営を学ぶための研修、就農のための準備が必要な資金を無利子で貸し付ける制度（就農支援資金）を利用できます。
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